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外務省「海外在留本邦人職業別人口調査一件J

の史料的性格

はじめに

I 領事「人口調夜Jおよび『人口表』様式の変遷

過程

旧 東南アジアにおける帝悶領事館の管特区域

顕 微事「人口調査J統計の特徴と問題点

はじめに

本稿は，本特集「戦前期邦人の東南アジア進

出J作成にあたり，われわれが主として用いた基

礎資料である在外公館からの在留邦人人口に関す

る調査を外務省でファイルした外交史料館文書

「海外在留本邦人職業別人口調査一件J（以下，領

事「人口調査」という〉ならびに同調査にもとづき

外務省通商局が作成した『海外各地在留本邦人職

業別表』 （後述するように途中で2度改称，以下『人

口表』という〕の史料的特質と利用上の問題点を示

すことによって，前掲各論文を補おうというもの

である。

さて，領事「人口調査」であるが，同資料は，

現在，外務省外交史料館に所蔵されており，明治～

大正期の旧記録32巻，昭和期に入ってからの

（昭和18年まで）新記録19巻の合計51巻にのぼる膨

大なものである。同資料の立入った紹介に入る前

に，この51巻という長大な記録を通覧することに

よってまっ先に受ける一つの印象についてまず述

べておきたい。それは，記録のファイリングの体
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裁にかかわるものである。すなわち， 51巻のファ

イノレは，明治期から大正期，大正期から昭和期へ

と向かうにつれて，文書の分類，職理がともすれば

社撰になり，書類の脱漏も多くなってきている。

明治期における各文書は，各領事館ごとに，「支那・

南洋・亜細亜・欧米J等の地域別に分類され，と

きには毛筆による手書きの「写jを添えて整然と

配列され，目次・索引も完備されている。これに

ひきかえ，昭和期におけるそれは，一応領事・館ご

との編成はとっているものの，地域別の分類も全

く雑然としており，文書の脱漏も目立っている。

ことに，戦争前夜の昭和10年代以降のそれは著し

し前後の関係からことの真相をつきとめること

に困難を感じる場合も少なくない。かかる文書の

ファイリングの体裁の変鷲は，太平洋戦争へと突

入してゆく近代日本外交史の辿った困難な道程を

あたかも暗示しているかのごとくである。

領事「人口調査」は，明治初期から散発的に実

施されたが，海外通商，経済情報の蒐集・提供が，

外務省のもとに一元化され（いわゆる「領事報告」

（注I）〕，『通商報告』として公刊されはじめた1886

（明治19）年ころから本格化した惜幻。との意味で

「人口調査」は，この時期における外務省の体制

整備の一環をなしていたといえる。同調査の円的

については，現在の資料の状況からは確定するに

は至らないが，一つに各在外公館の領事事務を
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円滑に遊行するために所轄の地域に在留する邦人

人口なできるだけ正確に把撮することと，他に，

11本の海外通商を促進するための参考情報とし

て広く関係各方耐へ供覧することの万点だけは

脆い得ぬところである。 「人口調査j報告は，

初期においては，思商務省，内閣統i；十周など関係

官庁へ回覧されており，必要とあらば，それら

の省庁において勝写，印刷に付され，一般の閲

覧に供されてし、たものど思われる。報告が，定期

的に刊行され， ‘般により広く公開されるように

なったのは，日露戦争後の1908（明治41〕年以降の

ことである。外務省通商局によって刊行された

『海外各地在関本邦人職業日IJ表』（『人日夜』）がそ

れである。との『人口表』は， 1940（昭和15）年の

分まで毎年llb］ずつ都合34冊刊行されているが，

その名称は，二度変わっている。すなわち，（1）明

治40年12月末現夜～大正9年6月末現在の分につ

いては， 『j毎外各地在留本邦人職業別表』（外務

省通商局発行）， (2）大正10年6月末現在～昭和3

10月1日現在分については， 『海外各地在留本邦

人職業別人n表』（｜可通尚局発行）， (3）昭和4年10月

1日現在～昭和15年］（）月 1日現在分については，

r海外各地在留本邦内地人職業別人口表』（外務省調
査部発行〕どなっている。この『人口表』（柱3）が，

帝国議会両院議員，内閣をはじめとしてかなり広

く配布されたことは，外交史料館文書中に保存さ

れている同表の配布先リストと配布先からの受領

状により確認することができる。それらによれば

各道，府，県庁はいうに及ばず，各地所在の商業

会議所，公・私立大学，高等商業学校等および民

間の通商業者に広く配布されていたことがわか

る。しかしながら，その後の長い歳月の聞に散逸

したものが少なくないとみえ，今日， 『人口表』

全34冊を通覧することは，必ずしも容易ではな

外務省「海外夜間本邦人職業別人口調査一件jの史料的性協

い。と同時に，それが民開業者にいかなる形で配

布され，いかなる利用のされ方をしたかについて

も多くを知ることはできない。ただ，外務省通商

局へ寄せられた次のごとき照会状が， 『人口表』

がいかに広く民間業者の末端にまでいきわたって

いたかを物語ってくれているにすぎない。照会状

は，大IE3年の『人口表』に記載されたフィリピ

ンにおける邦人炭燐業者に関するものである。

「御多忙中恐入侠へども食応御発行海外各地:{E磁者

職業別表によればフヰリッピンに於て炭焼業者七人御

記入有之侠小生は木材乾鰯の経験を有するものにて

南洋にで同業を起さんとの希望を干干し侠が，前記炭焼

かブヰリッピンMt！！！.に居るや，木炭業者が主として何
地にありや，また木炭｜商も有之｛決はゾ府所人ft御取調
被下｛廃御依頼申I：侠J（注4）。

この引用からみるかぎり， 『人口表』は，当時

にあっては末端の民開業者にまで広く流布した重

要な資料であったと思われる。この『人口表』な

らびにその基礎をなした領事「人口調査Jが，半

世紀をこえる長期間にわたり〔東南アゾアに関する

領事「人口調査」は1888～1940年の53年間，『人口表』

は1907～40年の，l4年間〉累年のデータどして一貫し

て存在してし、ることは，きわめて意義深いことで

あり，当該時期の日本・東南アジア関係史研究の

うえで，看過すべからざることといわなくてはな

らないの

（注1) 「領事報告Jは，在外公館から本国へ送ら

れる報告のうち，通商関係の報告をさし，政治的外交

的情報の報倹である「外交文書」と区別される。日本

の「飯事報告」については，角山栄「『領事事量作』につ

いてJ（『経済理論』〔和歌山大学〕第167号 1979年1
)j〕およぴ高嶋磯明「制事報告制度と『領事館報告』

について」（『経済環論』 第168母 1979年3月〉に詳

しし、。この貴敢な「領事報告」は，現在，ほぼすべて

が外務省外交史料館に所蔵されている。このほか，こ

れらの報告を外務省が取りまとめて編集・刊行した

『通商主主編』（明治14年発刊〉にはじまる『通商事記3臨ん
『通商公報』，『日刊海外商報』，『週刊泌外経済事情』

（昭和18年終flj）のー速の資料が残されている。この
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うち，明治期に関するものについては， "fil,u・高嶋l尚
氏によって!Jii;'l丸マイクロフィノレム化され，解説・紫

引を付して『領事報？；－ 資料収録 U録』（紙松常tu阪
1983年）としてゐ時般に干JJJ刊できるようにな.，ている。

( J'F. 2 ) fri山前掲論文 12ページ。

(IU) 外務省が，仮事の「人IH:LJ1tJとそれにも

とづく『人口炎』な「A流出材料Jとしてきわめて録制

していたことは， 「調査J報告な督｛足ずる公的中にけ；
のような文fまがみんれることからも央UC,iL <,;o 

「本省二二於テ毎年印行スノレ海外在関手11人職業j)IJJ」

ハ統計材料トシテ最そイn日／舟ノニイT之候テ之カ純
資ハ精粗ハI？＜：々 ナラザノレヲ）切スノレ次第エ紋J（「j除外

在留本邦人職業5)JJ人I』調i俊一件J 〔外務街外交史料

館文書以下，ilfi主主主「人口調査Jと1椛「〕 i{llO＼＇安 明

治45年3月20日付く外務省〉送mzo}J「海外千五時』JI¥ 
人職業別報告方／件J）。

（注4) 同iニ文＆ t再14君主。この脱会に対して，外
務省通商局は次のような回絡を街廿ている。 「…”ーイ1

炭焼業者ハ皆『オロンガポ』ュ t'H討メノレモノユイi之（史

又本邦人＊炭業者及木炭商ニシテ阿君IJ訪中ニ夜秘スノレ

'I:ノ客年六月末ノ鈎盗ニ依レハ皆無ニ有之候……J。

I 領事「人口調査」および『人口表』

様式の変遷過程

isて，この領事「人口調査J，『人口表』の調査

方法，表様式は，この半世紀の聞いく度か変遷し

ている。この変驚過糧を知ることは，同資料を利

用するうえで不可欠である。

l. 「人口調資Jの開始から『人口表』刊行

まで

領事「人口調査Jは，海外各地に帝国領事館が

開設された明治初期から，なんらかの形で行なわ

れていたと思われるが，こと東南アジアに関して

は，管見の限り， 1888（明治21）年のマニラ領事館

の調査をもって塙矢とする。以後，シンガ、ポール，

パンコク領事館の「人口調査J報告が比較的早い

時期からみられるようになるが，この時期の「人

口調査J報告の形式は，各地方面に「領事官民，

72 

其他公用，留学，商用，其他諸用Jの別lとより，

男女別の人口を掲げるというものであった惜日。

このいわば渡航目的別ともいえる分類の仕方は，

幕末から明治初期にかけてのわが悶の出国制度で

あった「海外渡航印章制度jの渡航許可慕準に対

応するものであった。すなわち当時，政府の印家

主と得てII＼悶できる日本人は， 「修業又は商業のた

めJあるいは「外悶の船中に於いて，諸般の職務

a:勤むるjか「外岡人康問く日本人j惜引に限ら
れていたが，上記の分類は，まさしくこれに対応

するものだからである。

「公用，商用，ま！；｛也諦用jが具体的にいかなる

職業のものを含んでいるかについては，各領事館

ごとに若干相違があったものと思われるが， 1904

（明治37）年末の朝鮮群山領事分館の『現在員表』

備考によって，その一端を知ることができる。そ

れには， 「ー，公用トハ官吏及ヒ其家族ヲ云ブ

ー，商用トハ一般ノ商人及ヒ農家？，職工，漁師，

雇男女ヲモ旬合ス ー，其ftl1諸用トハ海関東，小

学校教員，陸師， f衿ff¥，民会事務員，韓人教育及

ヒ其家族ヲ云フ……J〔注目どあり，いわゆる「産

業Jに従事するものはすべて「商用Jに合まれ，

f其他諸用Jとは，一種の自由業的職業であるこ

とがわかる。しかし，かかる分類の仕方は，あま

りにも大雑把にすぎ，実鱒を把握するうえで著し

く不便であったために，各地領事館から，その分

溜様式の改正を求める芦があがり，改正意見の具

申が相次いだ。 1907（明治40）年4月2日付の在清

閑福州領事館からの次のごとき公信はその一例で

ある。

「……『公用，磁学，商用，其他』ノ問項……ハ該

医分制定当時ニ於テハ適切--rリシナランモ現今雑多ノ
居留民多キ清岡ノ如キニテハ実際適用ノ上ニ於テ往々

不使不適切ヲ感シ候ニ付現時ノ情態ニ応シ他ノ区分方

ニ御改正相成｛自宅テハ如何ェ候哉…・・・J（注4)（傍点は築
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者，以下同じ〉。

そのほか，この年には，「人口調査」に対して，

家族，兼業をいかに表示すべきかといった問題を

めぐって，さまざまな；意見が争手領事a
に寄せられており，同調査に対する各領車：館の取

組みが本格化したことをよく物語つている〈注5)。

2. 『人口表』の刊行から務 l回「人口調査J

様式改正まで

こうした各地領事館からの意見具申は，外務本

省の深く考慮するところとなったとみえ， 1907

年，通商局による『海外各地在留本邦人職業別表』

の発刊開始をひかえて，外務省はこれらの意見を

入れて， 127項目にのぼる細かい職業分類安定め，

その別によって「人口調査」を行なうよう在外公

館へ通達を発した催日。しかし，この段階ではま

だ家族，本業者〔現在の有業者に該当する）の別は

設けられておらず，家族は戸主の職業構に包含さ

れていた。とはいうものの，当初から，家族と本

業者の別を設くべしとの意見は少なくなかった。

1910（明治43）年1月4日には，福州領事は，前年

12月末現在の「人口調査」報告と同時に本業者と

家族とを分離した別様式乙号「人口調査」を送付

して，もし乙号が適当と認められれば将来におい

て採用さるべしとの意見を具申している。乙号

「人口調査Jを行なった動機，理由は次のとおり

であった。

「甲号ノ、業務者ト家族トヲー梅内ニ併合シアルヲ以

テ其職業別トシテ実際ノ情勢ヲ表示スル能ハザJレノ不

便アリ 又在外ユ於ケノレ家族携帯者ノ多少ハ我邦人ノ

事業発展ノ経過如何ヲ窺フ一端トナリ会ク之ヲ分類ス

ルノ要アリト思考シ……」（注7）。

時が下るにつれて，こうした必要性はますます

増大していったらしく，本省側の様式を無視して

独自に家族・本業者の別を設けた「人口調査」を

行なう領事館も出てきた。 1914（大正3）年6月末

外務行「海外夜間本邦人職業別人口調査一件」の史料的性協

凋ベにかかるパグヴィヤ領事館「人口調査Jはそ

の一例である。同調査備考にはこうある。

「家族ナル事明白ナル場合二其取扱二関シテハ従来

ノサiiク前例ヲ踏襲シテJJ；戸主ト同一職業者ト見倣シ統
計ヲ作製シ来リタレトモ今回ハ愈之ヲ全廃シ特ニ其為

メニ‘項ヲ ii~ケタリ 赴レ当領在留ノ日本人／家族ナ

ノレモノカ主ニ妻女及至幼少者タノレニ鑑ミ之ヲ例ヘハ雑

貨商，大二i；。洗淑Jffト計算スルノ全ク無意義ナレパナ
リ」（注8）。

各領事館のこのような動きに応えて，外務省が

本業者・家族の別を正式に「人口調査」に組み入

れたのは，次節にのベる1917（大正6）年の「人口

調査J様式の第1回改正においてであった。

なお， 『人口表』の発刊以来この間の大きな動

きとして，外務省が，在外邦人が増加してゆく趨

勢のなかでこの調査を特に重視して， 1912（明治

45〕年分「人口調査」より，従来の毎年12月末の

年 1同調査にかえて， 6月末と12月末の年2回調

査としたことを付け加えておく必要がある。この

理由を外務省は， 「…一逐年海外渡航者ノ数増加

シツツアル折柄此様ノ調査カ一年一回ニ過キサノレ

ノ、実際ノ状勢ヲ知悉スル上二於テ遺憾ノ極有之候

ニ付円今該報告ノ、六月末及十二月末現在ノニ回ニ

調製シ・…・・」（注9）と説明している。かくて， 1912

（明治45〕年以降，通商局にて発行される『人口表』

は，各年6月末現在「人口調査Jを某にして作成

されることになった。

3. 鋳1回「人口調査J様式の改正

上述の動きを背景に，外務本省は，1917（大正同

年 2月6日，ついに「人口調査」様式の改正に踏

み切り，各在外公館に通達した。このときの改正

の要点は次の5点である。（1）従来の職業分類を若

干整理手直しし， 117分類としたこと，（2）本業者、

と家族とを分離し，家族を一括して「本業者ノ；家

族」なる 1項目を設けたこと，（3）従来内地人と区
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別されていなかった朝鮮人および台湾籍民をそれ

ぞれ別項目としたこと，（4）また，各領事館の管轄

広域内を主要都市とその他に分けて調査するよう

にLJ；ここと。

この改正により，われわれははじめて，日本人

本業者そのものの実態をかなり正確に伝える統計

を持つことができるようになったのである（注10）。

この改正と同じ年に，第1次大戦参戦により，

日本が獲得した青島・南洋群島旧ドイツ領地域に

おける「人口調査」が新たに開始された。

1917〔大正6）年10月24日，時の外務次官幣原喜

喰郎は，旧ドイツ領南洋若手島については所管の海

軍省へ，青島については陸軍省へ，改正様式によ

る「人口調査」を次のように依頼している。

「従来当省ニ於テハ在外帝国領事官ヨリ毎年六月末

現在管内在留邦人数ヲ別紙職業別表ニ準拠、ン夫々報告

ヲ徴シタJレ上取纏メ両院議員其他へ配布致来リ侠就

テハ（海軍ヘハ〕我占領地南洋群島（陸軍へノウ青島

民政部管内ニ於ケル本邦人数ヲモポ職業別ニ拠リ承知

致度候条自今毎年六月求現存：ニテ右御査報相煩シ度
...... J （注11）。

これをうけ，海軍省は10)130日，陸軍省は12月

2日に，第1回「人口調査」報告を送っているが

海軍は早急のことで調査が行き届かず，サイパン，

パラオ，ヤップ， トラック，ポナペ，ヤルートと

いった島別の男女別人口のみを報告するにとどま

っている。したがって，海軍については，翌1918

（大正7）年1月31日付の「大正六年六月末現在南

洋群島職業別表」をもって，実質上の第1回「人

口調査」とすべきであろう（注12）。なお，南洋群島

については， 1922（大正11〕年4月の南洋庁官制施

行後は同庁へ移管され， 「人口調査Jも同庁が40

（昭和15〕年まで継続して行なっている。

74 

4. 第 1回国勢調査と第2回「人口調査」様式

の改正

領事「人口調査」様式の第2闘改正は，第1回

改正の3年後， 1920（大正的年5月四日に行なわ

れた。この改正は，この年わが同で、はじめて施行

された同勢調査に合わせて実摘されたものであっ

た。改正の重点は，従来の職業分類を，第1回国

勢調査用の職業分類を基礎として改めるというと

ころにあった。この国勢調査用職業分類は，同年

12月24日，内閣訓令第1号によって公示されてい

るが，大分類10項目，中分類似項目，小分類252

項目からなるいわゆる「産業分類的職業分類Jで

あった。改正は，このうち小分類の符項目を 127

項目に集約整理したものである。ただし，その配

列順序は，国勢調査用職業分類に依拠しているた

め，基本的には，その「産業分類的職業分類」と

しての性格は損われていない。

外務省は，翌1921（大正10）年5月13日，海軍省

にあて』て，次のような公信を送っているが，この

文書からも同改正が，第1阿国勢調査に合わせる

ものであったことを知ることができる。

「例年御回付方相煩シ居候貴省所管南洋群島ニ於ケ

ル在留本邦人職業別表ノ、本年六月末現在調ヨリ共職業

分類方ヲ大正九年内閣言Ill令第一号ニ拠リ御作成ノ上御
送付相成候様致度…ー」（注13）。

職業分類の改正とともに， 「人口調査J表様式

が第1表に例示したように定められたことも，こ

の改正の主眼点であった。第1表をみて，ただち

に気付くことは， 1917（大正6）年の第1回改正に

おいては，一括して一項目に掲げられていた「本

業者ノ家族」の項目が，各職業別に分割されてい

ることである。これにより，職業別の本業者と家

族の人口を，男女別，各地方別に把握することが

可能となったのである。なお，朝鮮人，台湾籍民
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外務省「海外干E稲本邦人職業別人n調査一件」の史料的性格

第 1；表 第2回「言語査方法の改正」 〔1920年〕による表様式例

；：： 

二二trHf寸11日1;1

CIU所） 「 ， /J)）~｛f留牛：t11人職業日1J人 fl調斎－｛＇f'J（外務省外交史料館文書〉第20巻 1920年5月19日付通：＇.合第11:15号「r踏外各地｛f留本邦人
穀業別人員表ニ関スル件』。

（注〉 「職業別」の分類県Hは次のとおりである。 1農作， 21絹芸. :i牧蔽，搾乳， 4養鶏，養飾， 5謙譲栽培， 6其他／農業， 7農場労

働者， si正林業，林政物業， 9伐木労働者， 10漁働係藻， 11魚介養殖， 12真珠貝採取業， 13漁業労働者， 14鉱業， 15鉱業労働者.16瓦，

煉瓦製造， 17硝子，硝チ器，陶磁器製造， 18鉄業，鉄工，鍛治業， 19時計，楽器製造， 20霞気機械器具製造位装置， 21銃砲別殺， 2211i.稀

製造， 23，宣船，船具製造， 24其他ノ機械器具製造， 25燐寸製造， 26石鹸製造， 27縁類製造， 28染色，漂白業， 29紙，紙品製造， 30表具師，

31家具製造， 32畳，語製造， 33竹木，草蔓品製造， 34精穀，製粉， 35飲食料及噌好品製造， 36和洋服裁縫， 37靴製造， 38洗張，洗濯業，

39理髪，髪結， 40湯屋業， 41土木建築業， 42木挽製材業， 43大工，左官，石工，ベンキ職， 44印刷，製版，彫刻業， 45貴金属，宝石，鑑

甲細工，鋳職， 46其他／工業， 47工場労働者， 48毅頼，粉類販売， 49読菜，果物類販売， 50豆腐販売， 51肉類，魚介類販売， 52酒類，調

味料販売， 53菓子，麺舵類，砂糖類販売， 54茶販売，白煙草販売， 56其他ノ飲食料品販売， 57燃料販売， 58木材，石材，其他ノ建築材料

販売， 59建具，家具，指物，畳，窓，荒物類販売， 60陶磁務，漆器，其他販売， 61機械類，其装置販売， 62皮革，獣骨Jl[ii売， 63油類，肥

料販売， M呉服，綿花，紙類販売.65洋服，毛織物販売， 66紙，紙製品，文房具胃遊戯品販売， 67図書，新聞，雑誌，出版物販売， 68化

粧品，小間物販売， 69履物，雨具，雑貨販売， 70薬品販売， 71時汁，貴金属，宝石類販売， 72美術品，骨筆品販売， 73諸楽探販売， 74銃

砲火薬版記， 75占物商， 76其他ノ物品販売， 77周旋業， 78銀行業， 79会社員，銀行員，商店員，事務員， 80為替，両替業， 81質屋，金貸

業， 82物，fn，家屋，賃貸業， 83保険代理業， 81倉庫業， 共他ノ物品預リ業， 85旅人宿， 下宿業， 86料理店，飲食店， j市貸雫，芸妓業，

87遊戯場，興行場，槌貿易商， 89行商， 90{1中賀商，用達商， 91軍需品商， 92其他ノ商業， 93郵便，電信，電話従業者， 94鉄道従業者，

%鉄道労働者， 96車馬業，自動車運転手， 97船舶従業者， 98陸海運職業，関連；徹夫， 1α瀧海軍人， 101官公吏，雇id.. 102外国傭i碍，

l附神道教師，僧｛目．宗教師， 104教育関係者， 105医師， 106歯科医，入歯師， 107獣医， 108薬剤師， 109産婆， 110按摩，録灸治，看護婦

等， 111弁護士，訴訟代理業， 112新調雑誌記者，通信員其ノ他社員， 113i薗弁，代書，代弁， 114写真師，画家， 115音東京， l16其他ノ技

京娯楽ニ閣スル業， 117鐘築／設計，測量製131ニ関ス／レ業， 118家事被傭人，料理人， 119芸妓，娼妓，酌婦共f也， 120共［也ノ自由業， 121其

他ノ労働者， 122其他／有業者， 123視窮遊歴者， 124学生，練習生， 125官公又ハ慈善団体／救助ヲ受ケルモノ， 126在政受刑首， 127其他

ノ無職業者職業可申作？？ゆ Fレ者

7ラ
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については，第1凹改正と同じ取扱方をしており

格別の変更はみられない。

この改正は，比較的早く周知徹底せしめられ，

1921（大正10〕年6月末「人口調査」からは，新様

式によるものが大勢を占めている。－：tれに， In様

式によるものもあったが池山，これに対しては，

外務省は，改正新様式による再調査を命じている

位15）。さらに， 1922（大正11）年6月22日，外務省

は， 「i調査」にあたっては「新様式Jな遵守する

ようにとの通達を各在外公館長あてに，あらため

て送付しており（注16とほぼこのころから，新様式

が完全に定着したとみてよい。

5. 「人口調査」簡略化の方向

しかしながら，この新様式も長くはつづかず，

1925（大正14）年10月1日実施予定の簡易国勢調査

を契機として，またも係式の変更を迫られること

になった。簡易国勢調査は，法律により，国勢調

査後5年目に当る年に実施することが定められて

いたが〔注17），その実施にあたって，内閣統計局は

在外邦人人口調査については，職業を調査するの

みならず， 「在外本邦人，各歳別配偶関係別数字

ヲモ得ラルノレ様……j惜 18）との要望を外務省につ

たえてきた（注19）。だが，外務省は，改めでかかる

調査を行なうだけの予算がないことを理由として

この要請を断わり，簡易国勢調査のための調査と

しては，例年施行している「人口調査」を，この

年に限って10月1日に繰り下げて実施することで

これに代えたいとの代案を回答している。内閣統

計局としても，調査予算を肩代わりするだけの財

政上の余裕がない以上，この代案を受け入れるほ

かはなかったが，ここに表面化してきたのは，む

しろ「人口調査」の簡略化の方向であった位20）。

その背景には，このころ各地在外公館より脊せ

られていた調査方法の簡略化への希望があった。

76 

とりわけ在米各領事館は，その急先鉾で， 「人口

調査」の簡略化をつよく訴えていた。その理由は

在留邦人数があまりに多くなりすぎ，これにひき

かえ調査員数，予算等が不足しているため，正確

な調査が期し難いというにあった仇21)。なかで

も，比較的多数の夜留民を擁する太平洋岸地方に

おいては， 1924年の排日移民法実施ω結呆，日本

人会が自滅状態に陥ったという事情があり，従来

日本人会を利用して調査にあたっていた同地方の

各公館は，相当の予算の配分を受けない限り，「人

口調査」はほとんど不可能な状態にあった。

こうした陳情をうけて，外務省は，内閣統計局

とも協議のうえ（注22), 「人口調査」簡略化の方向

を打ち出したのである。その要点は，（1）とくに要

望のつよかったアメリカ方面に関しては，通常の

年は，人口，男女別，年齢別（成年，未成年の別程

度）の調査にとどめ，職業別調査は国勢調査の年

にのみ実施すること，（2）アメリカ以外の地域につ

いては，従来の「人口調査J様式を一層簡略化し，

前記内閣訓令第1号による標準職業分類中，中分

類（41項目〕を基礎に職業分類を改正すること，の

2点であった世間。このように， 「人口調査J方

法，様式の簡略化を決定した外務省は， 1926（大

正15〕年9月20日，ただちに，在米領事館とその

他の在外公館に，その旨通達している。在米領事館

には，予算その他の事情を認めながらも，とくに

「此種調査資料ヲ毎年得置クコトハ種々ノ場合ニ

参考トシテ必要ナノレ」として「今後ハ可然キ方法ニ

拠ラレ管内各地本邦人総数男女別…ーノミニテモ

調査ヲ遂クコトトセラレ度…・・」（注24）と「調査」の

継続を促していることが印象的である。また，そ

の他在外公館に対しては，以後の簡略「人口調査J

実施の要領として，次の5点に注意を促してい

る。
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「p，戸数ノ、本邦内地人ノミニ！沈キ続安ノコ卜

一，各職業譲内ニハ朝鮮人及台湾籍民ヲ算入ーヒサル

コト

A，二種以上ノ職業ヲ有スル者ハ共主タル職業ニ依

リ又(tシテー業態ト認メラルルモノハ失職業ェ依リ調

究シ之ヲ医分セサyレコト

一，職業上ノ地位即業主魁ニ職口卜労働者ノ月I］ハ大

体識別シ得ル限度ニ止メラレ差交ナキコト

一，視察旅行者ノ如キ一時的滞在者ハ調査ヨリ除外

ゼラレ［:IEキコト

一，大公使領事等在外公館員及共家族ノ数ヲ調査セ

ラレサリシ向従来往々アリタルニ付今後ノ、右等ノ者ノ

数モ漏ナク職業欄六O「官公吏・濯傭J中ニ合マシム
lレコト」（注25¥

6. 昭和期における「人口調査j機式の変化

大正末年のこの改正．の後，昭和期に入ってから

は， 「人口調査」方法ならびに『人口表』様式に

iきしたる変化はおこっていない。国勢調査に合わ

せて1927（昭和2〕年以降， 「人口調査」期日が10

Jj 1日に改正されたことと，後述するような小分

類項目「会社員・・…・Jおよび「労働者…・・」の取

扱し、方に関する泰天総領事吉田茂の鰍密で鋭い質

問状によって触発された改正様式の細目について

の周知徹底が主な動ぎだったどいってよい。 「人

口調査」期日の改正は， 1927（昭和2）年4月 9El 

の通達により， 「改正様式ニ依リ毎年十月一日現

在ヲ以テ調査御報告相成度」（注2暗〕とされた。毎年

10月 1日現在への「調査」期日の改:iEは， 5年ご

とに訪れる国勢調査および簡易国勢調査の調査期

日に， 「人口調査Jを合わせるための措置であっ

吉田奉天総領事よりの改正様式につし、ての質問

状は， 1927（昭和2）年9月21Fl付で，外務省へ送

付されたが，それは主として，職業上の地位すな

わち「業主Jと「従業員」の解釈とその取扱い方

をめぐるものであった。質問は，子細な次の4条

からなっていた。

外務省「海外在留本邦人職業別人口調査一件」の史料的性格

I" ・，『職業上ノ地位即業主投ニ職員ト労働者ノ別』

トアルハ業主職員ト労働者ヲ二分シ表中第九項ヨリ第

二十七項ニ至ル各業ノ業主及其職員ヲ一括記入シ開業

従業者中労働者ト日セラレルモノヲ第二十七項欄へー

纏メ記入スヘキモノナルカ 夫;tt：業主職員（事務員及

店員〉及労働者ヲ三分シ各業欄ニハ其ノ業主ヲ記入シ

職員（事務員及店員〉ハ之ヲ第三十三項中ニ労働者ヲ

第二十七項ニ記載スヘキモノナルヤ

一，第二十八項物品販売業欄中ニハ閑令第一号第二

十一項ニ記載セ1レ各業ノ店主以外各商府ノ店員及事務

長其他使用人ヲモ含ムモノナルヤ或ハ店主ノミヲ記

入シ使用人ハ凡テ第三十三項ニ合マシムルモノナリヤ

1 同第二十九第三十両項欄ノ、店員社員ヲ合？スト

アルヲ以テ其店員及社員ノ、三十三項中ニ含マレJレモノ

ト被存然ラハ貿易業者及金融保険業ノ、只単ニ其ノ業

主文ハ代表者ノミヲ記載シ例ハ其他ノ重役ニシテ業務

ニ別リ居ル者等モ一般ニ社員及防員トシテ第三十三項

中ニ記入シ可ナルヤ

v第四十七項及第四十八項宗教教育関係者欄中二

教会寺院学校ニエ使用セル小使給仕其他ノ使用人等ヲ含

ムモノナノレヤ 戎ノ、之ヲ第五十五項中ニ記入スヘキモ

ノナルヤJ(/t27）。

吉田のこの質問に応えて，当時の外務大臣田中

義ーは，同年10月4日付で回答を送り，奉天以外

の各在外公館にも，同日付で，その写しを送付し

「貴館ニ於テモ右ニ依リ御処理相成度j佐和と計II

令している。外務省の回答は次のようなものであ

った。

「...-，人口ハ職業_I：ノ地位日ll業主ト使用人ト労働者

ト三区分シテ調査スルコト

二，各項ノ業欄ニハ業主又ハ其代表者ノミヲ掲クヘ

ク代表者以外／商社ノ議役ニシテ業務ニ輿リ罵1レ者ノ、

業主トシテ取扱フコト

三，事務員／，可員等ノ所謂使用人ハ第三十三項ノ会社

員銀行員商店員事務員櫛ニ取纏メ計上スノレコト

同，労働者ハ第二項第四項第六項第八項ノ外ノ、各種

ノ工場内ニ就働ス1レ者ヲ第二十七項ノ工場労働者欄ニ

及鉄道関係ノ労働者ヲ第四十項ノ鉄道労働者欄ニ掲ケ

ラノレヘク右以外ノ労働者ノ、第五十五項ノ其他ノ労働者

欄ニ取綬メ計上スルコト

五，小使給仕等ノ、労働者トシテ取扱フコト」（注29）。

77 
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この問答により，職業分類は従来に比しはるか

に明確になったが，産業概念とのかかわりでみる

止さに， j変通するようになお問題を潰すことにな

った。

このほか，外務省は「人口調査j力法の簡略化

をさらに推進すべく， l932(11I{和7）年7月に，第

2 [ril悶勢調夜（1980年）を機にIEch c，れた昭和15

年内閑訓令第3＋｝による職業分矧表にJ準拠した

様式の改正案を作成してし、る＜1uo¥I司案では司内

閣日川令角、~8 ＋ま分類表のうわ，大分知lOJ頁 Fl ft ）.~礎

とし，小分類はIll様式60分額より与らに圧縮され

た19分類どなっている。同案は，内閑統計局との

問で協議され、統計局の側ではいl様式が「多少簡

l耗ニ過ギザノレヤノ感有之カト思料セラレ候J（住31)

として， 56項目の小分類による別案を提示してし、

るが，この改正案がどうなったかは， 「文書」か

らは不明である。た／ご，こ.h以後の領事「人口;Vii]

交jならびに『人口表』の様式が，第：3IIi!改正様

式と変わってし、ないことをどー考え併せると，この改

正案は検討fごけされて，採用に至らなかったもの

と思われる。

最後に領事「人II l淵査」の消長につい し

ておくと，確認し得る｜恨りでの完全な「人II調査J

は， 1910（昭和15〕年分をもって終わりとする。太

平洋戦争が勃発した 1911C昭和16）年分からは，

「人口調査」報告は，急減しており，外交史料館

の1941年分「人口調査Jファイルには， トルコ，

イタリア各特命全権大使等からの5件の報告が残

されているだけである。 1942年分アァイルiこも，

41年分の「人口調査」が多少あるものの，東南ア

ジアでは，サイゴン，バンコク両領事館からの報

告 2件を数えるのみで，戦争の影響が「人口調査J

に及んでいることを如実に物語っている。そして

ついに 1943年分ファイルには，在ソ連邦特命全

78 

権大使佐藤尚武から外務大原谷正之にあてた「昭

和十七年中ニ於ケノレ在関本邦人職業別人Il表提出

ノf!Uなる書類一過によって，「クィブィシェフJ

市に男354当が滞在することが知られるだけである

Cit32＼以後，明治初期以来続いてきた領事「人ll 

調査Jは跡を絶った。

Ciヒ1) 似事「人r1i調伐J第1宅金。 191治24"!'10}J28 

II ~J,'r:文パに， 「tl:f/i本邦人員報告jはこの「il式

療がj 「枠制御取調ノ上主i：急御差Hl相成｛待機....,Jと

ある。

(It 2) 矢野粉 f「片J進Jの系議』，1，央公論ti: 1975 

fド Jlべ－ :,,'o 

Cn・. 3）似事「人ll調介J第5；／主。
（／｝ム 4) ¥lf］上文子持 第5'J,t ljJjftJ 40九二4}]2 II ii 

＜耐州仰が＞公第37~J 「泌外夜樹氏統計lぷ分 ｝j ι ）沈キ

勾見Jl,中I{II: J0 

(tt5) i司上文お第5巻明治 40'.j'. 9月20fl付

くif林似て事＞公第51号「夜間帝国民民職業別表ノflニJ

F事。

( It 6）向上文台 第5芝生 明治 40i!'-7月17LJ付

く外務肖＞送第58砂。

（法7) jlij i二文寄第6巻 明治 4;pド1Ji 4「11、l

＜制州飢事＞公第 1，，｝「職業別表送付／｛牛Jo

(i1.8）同 l二文書第 15巻 大Jf.3年7}J 1日付

くパタヴィア解iポ＞公俗tfH57号。

Cit 9）和l上文；議 第10芝生 明治 45年2月14日付

く外務行＞送第9号「海外各地夜開本邦人職業別報告

}jノ件」。

（注10) 改正当初は，この様式は必ずしも周知徹底

しなかったとみえ，外務省は再三にわたり改正基牽に

より将「調1f.Jを行なうよう督促している。たとえば

[ii]f:文書 官有18@ 大正6年12JJ18日付く外務省＞通

;.'I'.;第5サ「在府｛本邦人職業日IJ戸口表ニ関スル利」；｜百LI:.

文書第19巻大iE8千f2 }J 181:l付く外務省＞通送第

4 ,,g.「千五階木邦人職業別表ニ関スノレ件J。

(il:11）向上文書第18宅金大正6年 10Jl 24 l:l付

く外務省＞通合送第895ぢA 「海外在留本邦人ニ関スノレ

i'l'J。
（注12) Jn] .f:文書第18巻大正6年 10月；lO日付

＜海市？？＞有房第3221号12および犬iE7年1月：Hl1H

＜海半省〉官房第，l74号。
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(il:13〕向上文書第22巻大正 10年sn 13日付
＜外務省＞通三第126対「在留本邦人職業日lj表的成；j
変史ニ関スノレ件」。

〔注14）岡上文書第22巻大正 10年8月26日付

く外務省＞通移第26号「海外各地職業別人口表ニ関ス

ノレ何」。

(LU5）同 1：文訂第221'金大正 10if 12月14日付

＜外務省＞送電番号10409「海外在留本邦人職業別表

ニ関スノレ件」。

(itl6）向上文舟策23t.¥'i 大正 11年6月間日付

く外務省＞泌移普通v¥'}282Vj-「泌外各地在留本邦人職

業別人口表提出方ニ関スノレ件」。

（己17) 国勢調査につL、ては，明治，l5年12月日日公

布法律第49号第1条に， 「I＇同勢調査ノ、お十例年 4tfニ

回’帝国）版図内ニ施行スlとあるが，大正10年4月18日

公布の法律第5H去を以て，次の条項が迫加されてい

る。 「前頃ノ規定 ι 依ノレ調ft：後7五年ニ当ノレゴ！ニ ！，~· テ fflj

易ナノレ隊i勢調責ヲ施行ス」。

（注18〕飯事「人口調査J第31巻 大正15年8月3

日付 内閣統計局長下条康磨より外務省通商局長斎藤

良衛宛の文書。

Ci't19) 大正14今6月16H付『u布時事新聞』にも
ホノルノレ総傾事の談話止して， 「未だ何等の通知も受

けていないが，然、L当然十月一日を期して施行せねば

なるまいと忠っている。今度のは頗る簡単なもので

…簡単な調伐とはHIIち氏名，リ；女別，出つ年｝］日及

び岡山同関係－一一」とある。

（注20) 例外的には，こうした「調査J簡略化の方

向と逆の動きもあった。大正14年11月12日鄭家屯領事

代珂中野両ーは，本邦内地人のみならず朝鮮人，台務

籍民についても本業者，家~，男女別をー符に調査し

たら如何という改正窓、見を具申しているが，これは特

に朝鮮人を管内に多く擁する同領事官！？の特殊事情であ

った（似事「人口調査J第31巻 大正14そ！＇・11月121=!

＜都家屯仮事＞「海外各地在留本邦人職業別人口表調

査表様式改正方ニ関シ票諮ノ件」参照〉。

（注21〕 たとえば， ロスアンゼノレス領事大橋ft！.（ーは

次のごとくその実情を披慌している。

「羅府ノ古口キハ市内ノミニテ約二万以上ノ邦人在

隠者アリ 之ヲ精査セントスノレニハ少クトモ四人7う

雫五人ノ噂任取：fiヲj：，（テ二ヶ月位ノ｜！子 y要スル次

第アノレカ欣一日本人会トシテニヒ斯ノL氏周 1wr庁ナク
JJ：ムナグ国勢調査時ノ統計ニ多少改蹴ヲ加へ之ヲ似

外務省「海外在行｛本邦人職業別人口調査一件Jの,';J;'.料的性絡

年使用シアル情態ナノレヲ以テ当館報告当地同胞邦人

／実情ト相距ノレコト逃グナァテ誤解ヲ来ス虞アリ

一」（同上文書第31巻大正15年6月13日付くロ

スアンゼノレス領事＞公信〉。在米各地領事館は， 大

なり小なり似た事情を抱えており，調査方法の簡略

化ないしは調査時期を 3～5年ごとにしたいと頻繁

に本省に要請している。

（注22）向上文書第31巻大正 15年6月29日付

＜外務省＞通三普通第417号。

(/t23) 同k文内第31巻外務制通il'li局「高裁本」。

( ll.24）向上文潟第31.¥1を大正15年9月20日付

＜外務省＞通三普通第1099号「海外各地在留本邦人職

業別人n表ニ関スノレ件」。

( ll:25）向上文書第：n強大原 15年9JJ201l付
＜外務省＞通主主普通合第1100号。

（注26) 「在外本邦人職業別人口表一件」 （外務省

外交史料館文書）第 1巻 昭和21ド4JJ 9 11付＜外務

省＞泊三千年通第302号「海外各地夜衛本邦人職業別人

口表調査JtJI日改正ノ件J。

（註：27〕同上文書 第 1巻 昭和2年9月21日付

＜奉天領事＞公信。

(l-l:28〕同上文書第8巻昭和 2~ 10月4ll付

＜外務省＞通三普通921号 「海外各地在留本邦人職業

別人 I~ 表ニ関スノレ件j。

(it29〕同h

（浪乃0）同上文書 第8巻 llli和7年7月9日付

く外務省＞通三普通3伺号「海外在宿本邦人職業別人

口調査ニ関スノレ件」。

( tl:31）同I二文書 官事8！／＇.き 11/1和7年8JJ 5 U付

＜内閣統計局＞回発第5（ゆ号。

（注32）向上文書第 19巻昭和 18年2月5日付

＜蘇聯邦特命全権大使＞普通第43号。

II 東南アジアにおける帝国領事館の

管轄区域

領事「人口調査」および『人口表』を今日，歴

史分析のための史料として利用するためにはいく

つかの間題点がある。その一つは， 「人口調査」

が領事館別に行なわれていることであり，領事館

の管轄区域の異動によって対象地域の範囲に変動
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が生じ，一突した時系列データ {i;:得られなくなる

ことである。が，幸いにして， 「人口調査j原簿

は各領事館の管轄区域をかなり細分化して細かい

地方別のデータを集めていることが多いので，こ

の原簿によれば，今日の地域区分に応じたデータ

の組み替えを行なうことによって，調査初期から

の一貫したI!寺系列統計に修正することが可能であ

る。しかし，この組み替えを実絡するためには，

まずもって各領事館の管轄区域を確定する必要が

ある。だが， 1978年8月にスコットランドのエデ

fンパラで開催された第7[ii]間際経済史学会大会

の「領事報作の悶際比較研究J・t:ッションにおし、

て，日本の事例について報告を行なった角山栄氏

が「驚くべきことには，日本の大公使館及び領事

館開設の信頼に足る年表さえないJUF.l）と述べた

ように領事官制に1i1する研究ないし資料の発射が

著しく立ち遅れている現状においては，東南アジ

γにおける帝問領事館の管轄｜茨城の変遷を正確に

跡づけることは決して容易な仕事ではない。

そもそも，在外公館の管轄区域の決定・変更は，

1899（明、治32〕年10月3日付の内閣書記官長より外

務次官宛の公文得に， 「在外帝問領事館ノ管轄｜天

城ヲ定メ又ハ変更ノ犠自今御省限リ処瑚ノ件御照

会ノ趣了承右ノ、御申越ノimニテ差支無之存候J

（注2）とあるように，かなり早い時期から外務省の

専決事項であり、省令をもって定めることのでき

るものであった。第2表は，外交史料館文書「在

外帝国領事館管轄区域関係雑件J全5巻と官報掲

載の外務省令によって把握し得た限りでの，東南

アジア各地所在の帝国領事館の管轄！又域の変翠を

示したものである。

領事「人口調査Jおよび『人口表』に関連する

限りにおいて第2交に示された符轄医域の変遷の

経緯について少しく言及しておく必要があろう。

80 

1. フランス領インドシナ

フランス領インドシナに帝国領事館が開設され

たのは， 1920（大正9〕年2月20日のハイフォンf瓶

事館が最初であり，それ以前においては， 19C大

正B〕年6月10日付外務省令第4号による帝国領

事館管轄地域改正案の参考書類備考に述べられて

いるとおり「仏領印度支那ノ、従来何レノ領事官ノ

管轄区域ニモ入リ尉ラス」（注3）とされていた。で

は，ハイフォン領事館開設以前の同地域の領事事

務ならびに「人口調査」はどのようにして行なわ

れていたのであろうか。すでに当時から，フラン

ス領インドシナに在隠する日本人は決して少なく

なく，これらの人びとに関する所管の問題は，は

やくから関係者の懸案事項であった。この問題に

なんらかの措置を講じざるを得なくなったさし迫

った直接の契機は， 1910（明治43）年の外務省令第

50号に上る「外国在留帝国臣民登録規則」の施行

である。これを機に，かねてフランス傾インドシ

ナ地域在留日本人と接触の多かった脊港領事館

は，同地域の管轄に関し本省へ次のような伺いを

たてている。

「仏領支那西貢，河内，海防ノ各地ニハ本邦人ノ病

住者不齢候得共是等各地ニ対スル領事館ノ管轄区域ハ

定マリ居ラス 就テハ河内，海防地方ニハ現ニ横山正

惰ノ如キ在留本邦人ト仏国官庁トノ問ニ立テ諸般ノ周

旋ヲナシ実際日本人会長ノ如キ地位ヲ内メ居lレモノモ

有之候得パ是等ノ本邦人ニ委嘱シ各地本邦人表ヲ作製

セパ便宜ト被存候得共本省ニ於テノ、別ニ差支無之候哉

尚登録及証明等ノ事項二関シテハ同地方ノ、当館特申書内

ト見倣シ差支無之候哉J（注4）。

この伺いに対し，外務本省はただちに回答を脊

せ， 「仏領印度支那西買，河内，海防各地……ノ

内河内及海防ノ両地方ハ便宜上貴館管轄内ト見倣

シ登録及証明事務御取扱差支無之候」位5〕として

いる。これにより，フランス領インドシナのハノ

イおよびハイフォン地方は，香港領事館の「見倣
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C.フィリピン

マニラ総領事館 I ダパオ領事館

〔18朗（明2山 2.29？開設， 1919（大8)5.却昇格〕｜ 〔1920（大9）日分館開設，
一一一 一＿ I ._932（昭7)2.§軍事喧主要望工

明33.12.27 1.フィリッピン群島 2.マリアナス群島中グア｜
（省令第5号〉 ム島，兼轄 3.マリアナス群島（グアム島ヲ除｜

lク〕 4.カロリナス群島 5.パーラウ群島 I 

i イリッ王子ジ群島 ｜ 
明35.1.11 I 2.マリアナス群島中グアム島 ｜ 
（省令第1号〕｜〔3.4.5.削除→劇+Iタウンスグィーノレ領事館へl

I 移管〕 I 

明42.3.6 I 1.米領フィリッピン群島 ｜ 
（省令第1号〕 I2.「マリアナス」群島中米領「グアム」島 I 
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D.シャム

l鵠Jc¥s話fi「騨｜ シンゴラ領事館 I h パイ領事館

明33.12陶27 ｜逗羅悶 I 
（省令第5号）｜ ｜ 

昭15 ｜タイ国中「シンゴラ」「チ｜タイ国中「チョンポンJ，「スラートタ｜タイ国中「チェンマイ」，「チェンラ
『人口表』 iェンマイ」駐在帝国領事｜ニー」，「ナコンシータマラートJ，「ソiイ」，「メーホンソン」，「ランプン」，
付録（昭18刊）｜館管轄区域以外の地域 ｜ンクラ（シンゴラ）J，「パタルンJ，「パ｜「ランパンj，「プムーJ，「ナーンJ,

' ｜タエーJ，「ヤラJ，「ナラディワースJ,I「ウタラディットJ, 「スワカンロー
！「ラノン」，「パンガーj，「プケットJ,Iク」各県
i 「トラン」，「クラザーJ, 「サトールJ
l各県

E.ピルマ

孟買（ボンベ｜
イ）領事館 ｜ 

明33.12.27 11.英領印度 ｜ 
（省令第5号）I2.錫蘭島｜

明必.3.6 I i 1.ノfーマ州 2東ベンガル及アッサム州
（省令第1号） ｜『べンガノレ州 4.パンヂャブ州 5.北西
つ （略〉 i境界川｜ 6.カシュミJレ 7.合側、18.ネ
｜ ｜パール 9.アンダマン島

（略〉｜同 k

カノレカッタ総領事館
(1907 （明40)3.17開設〕 蘭貢（ラングーン〉領事館

大4.7.20 I 
（省令第1号）｜

大10.s.1s I 
（省令第7号）｜ （略〉

｜「パーマ」州及「アンダマン」島ノ十字 I1上緬旬州，下緬旬州 2南北川ン」
l ヲ削リ， 「カシュミルJノ次ニ「及」ノ；諸外13.「チンJ丘陵諸地方 4.rカレ
ー字ヲ加フ ｜ン」州 5.「アンダマン」及「ニコパア」

｜諸島（設置〉

82 
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パタヴィア総領事館
[l鰍削）2調設］
1919（大8)5.28昇格 ｜ 

i 1.爾領東日度 2.「ボルネオ」1

明色鴻1号）｜謀議七；ぢft］選考！
I＇レネ－ J3.英領「ラプアン」！
｜島 ？「チモア」島中鞠「デ
モア

明43.2.10 「・・管轄区域中『英領 rラブ
（省令第2号）i［江島主七字ヲ削yレ

大4.7.却 11.積領東印度 ｜ 
（省令第1号）12.「チモアJ島中蘭領「チモア」！ 
大8.6.10 ｜融制度中「スラノ引記京面下r芳ヌ百－；－－（：；－~I 
（省令第4号）｜空軍職事鰐轄昨恥＇1Jノ凡対日予期-11

｜島及「ロンボク」島 3.蘭領句

• l…山ルネオ」
｜東南部 4.蘭領「ニューギニ
｜アJ5.「セレベス」諸島 6.
｜「モロッカスJ群島 7.「チ

i lモア」諸島及菊領「チモア」
！（設置2

昭3.4.4 ｜璽領東盟事中「スラパヤ」駐
古帝国領苧館及「メダン」駐1

（省令第6号）在帝国嶺事館管轄区域ニ属セ｜
サル地域

F .オランダ領東インド

メナド領事館
メダン領事館

〔1928（昭3)3.26開設〕
スラパヤ領事館
〔1920（大9)3.13開設〕

il.「セレベス」動島中「メナ
下」州ヲ除ク地峨 2.「チモ
ール」州及其ノ附属諸島詑
3.蘭領「チモール」

11. rセレベス」諸島中「メナ
｜ド」州 2.モロッカス群島
！間領「ニューギニアJ（設

ーと

1.「スマトラ」島中「スマ；
トラ」東海浄川 2.「アッヂ
ェ」州 3.「リオ」州 4.「タ j
パヌリ」州及5.「スマトラ」
西海骨刊（設置〕

1.「スラパヤJ，「パスルアンJ
及「ブスキ」各州故「マヅラJ島。
｜ヲ商駒市部爪酬」トスル！rヤワ及マヅラ行政区画改｜
の為） 2.～7.同上（改正）！

昭12.12.18 j蘭領東雲塞中「スラパヤ」註在；1.東部爪睦州 2・釘リJ島及（省令第22号） II憲章ず「J;f｝講習~~IJ糾ね聴取
領事館誉轄区域ニ属セサノレ地！「セレベスJ諸島中「メナドJチM
域 ）ヲ除ク地域 5.「チモア」諸島i

6.蘭領「チモア」 I 
I 11.東部爪睦州 2.「パリ」島及j

昭弘『人口表』｜ 同 上 ｜？ンボク」島 3麟附レ
｜ lネオ」中「ボルネオ」東南部 4.
｜ 蘭領「ニユ｝ギニア」

（出所） 「在外帝国領事館管轄区域関係雑件」 （外務省外交史料館文書〕全5巻および「官報」より作成。
（注） 明：明治，大：大正，昭：昭和。たとえば明33.12.27は明治•33年12月 27 日（他も同じ〉。
（改正〕：管轄区域の改正。（設置）：領事館の設置による管轄区域の確定。

向
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（省令第9号）｜
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しJ管轄区域となったわけで，この決定から 1カ

月余を経たばかりの 1910C明治43）年5月12日に

は，早くも，同領事館は「仏領東京Jおよび「中
アンナy

脅~安南」の叡留邦人に関する「人口調査J 報告
を送付している。一方，香港の「見倣しJ管轄

区域からはずされたサイゴン地方（コーチシナ，

ラオス，カンボゾア〉については，フランス人の名

誉領事が置かれその所管とされた。しかし，フラ

ンス領インドシナに関する呑港領事館とサイゴン

名誉領事館との管轄区域の分担は，必ずしも円滑

にはいかなかったようである。サイゴン名誉領事

もまた時どき，在留邦人に関する姓名，年齢，職

業，出生地をリスト・アップした詳細な調査報告

を送付しているが惜U，その調査地域は決してサ

イゴン地方のみに限定されておらず，ハノイ，ハ

イフォン等々の諸地方を含み，今日のベトナム全

土にわたっていることが多い。まれに，名誉領事

館に館務補助のため外務書記生などが派遣された

場合に，香港領事館が，「東京J，「安南J地方を，

サイゴン名誉領事館がコーチシナ，カンボジア，

ラオスを調査するkいった分業が成立するととも

あったが，それは例外に属す（設7）。

ハイフォン領事官官が開設されるまでの数年間

は，フランス領インドシナに関する「人口調査j

は，香港領事館とサイゴン名誉領事館の双方によ

って二重に行なわれていたとみられる節が多分

にある。香港領事館は，もとより，その管轄区

域たる「仏領東京jを対象とするのみであった

が，サイゴ、ン名誉領事館の調査は， 「東京，交jj!J!:
ヨンチー カ Y，！／ジ7

支那，東埼察Jというフランス領インドシナのほ

ぼ全域をカヴァーしていることが多かった位引。

にもかかわらず，外務本省は，香港領事館の報告

に依拠してフランス領インドシナの在留邦人人口

を『人口表』に掲載することが通例であり，サイ

84 

ゴン名誉領事館の報告を利用するのは，香港領事

館からの報告が腫れた場合に限られていたようで

ある。したがって， 『人口表』のフランス領イン

ドシナの数値は，この時期過少であるのみならず

時として両者の統計が混在していることもあり，

取扱いには細心の注意をもってのぞまなくてはな

らない。

2. ピルマ

いうまでもなく，ピノレマはイギリス領インドの

一部であったから，この地域の在悶邦人人口を捕

捉するためには，イギリス領インド所在の帝国領

事館の「人口調査Jによらねばならない。第2

にみられるとおり，ラングーンに帝国領事館が開

設されピyレマ地域を専管地域とするのは1920（大

正9）年以降のことであり，それ以前の時期につ

いては，同地域の「人口調査Jはボンベイないし

カルカッタ領事館の報告中に含まれている。ただ

し，イギリス領インドに帝国領事館がボンベイ 1

カ所しかなかった1907（明治40）年以前は，ピルマ

はもとより同領事館の所管地域であったが，通商

上の関係に関する報告はシンガポーノレ領事館から

送られていたようである。カルカッタに帝国領事

館が開設された1907年の12月に，ボンベイ，カノレ

カッタ両領事館の管轄地域の分担に関しカルカッ

タ領事館は，「甲案j （州界により区画〕， 「乙案」

（緯度によってほ函）の両案を本省に具申してい

るが，そこに次のような文言がみられるからであ

る。

「・…尤モ右両案ニ拠レハ蘭貢ノ、当館管轄区域ニ属

ス1レコト勿論ノ事ニ有之侠へ共，同地ユ於ケル通商上

ノ関係ノ、新嘉竣ノ方之ヲ探聞スノレノ便宜多キヲ以テ是

等ノ報告類ハ管轄区域制定後ト雄モ従前通リ同館ヨリ

之ヲ徴セラレ候様致度…・・J（淀針。

また，この引用にも明らかなとおり，ピルマ地

域は甲・乙いずれの案によってもカルカッタ領事
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館の管轄となるはずであったが，外務省は「甲案J

の州界によるl天分を採用し， 1909（明治42)1.p・3月

G日の省令第1号をもって，同地域安カルカッタ

領事館の:if式な管轄区域ど定めたのである。これ

により，ピルマに関する領事「人口調査jは，ラ

ングーン領事館が開設されるまで，カルカ、ソタ領

事館から送られることとなった。

3. シンガポール・マラヤ

東南アジアで最初に開設されたシンガポーノレ領

事館の管轄I又域は，当初は，イギリスの植民地行

政区分に応じて，シンガポール，ペナン，マラ、ソ

カのいわゆる「海峡殖民地jに限られていたが，

備事「人口調査Jが本格化してくる1907（明治40〕

年前後から，その管轄区域を「馬来聯邦」諸外｜

（ネグリ・スンピラン，セランゴーノレ，パハン，ペラ）

にまで拡大しようという動きがでてくることが注

目を帯、く。ゴム園経営などをはじめとする日本人

のこの地域への進出がその主要な理由であったと

考えられる。 1906（明治39）年4月初日，当時のシ

ンガポーノレ領事田中能古は，外務大臣西閣寺公裂

に「馬来聯邦ヲ新嘉坂帝国領事館ニ於テ兼轄方ニ

関スル件Jとして，次のよう ~送っている。

「馬来聯邦悶（TheFederated Malay State）ハ目下

英国政府保護ノ下ニアリト雄モ其実直轄間ト撰ム処ナ

ク百般ノ治政昔日ノ耐目ヲ改メ産業ノ進歩亦見／レベキ
モノアリ 加之近来日本人／｜吋地方ニ居住スノレモノ益

々増加シ己ニ二千名ニ逮シ是等ノ中ニハ正業ニ従事ス

yレモノ亦不鮮侠ニ付同国ニ於テ帝国ノ利主主ヲ代表スベ

キ官吏ヲ駐在セシムノレ一事必要ト被存侠へ共新ニ公館ヲ

設クノレハ差当リ実行難致ト被存侠保幸ヒ海峡殖民地ハ

同地方ト密接シ当殖民地知事ハ聯邦ノ『ハイ・コンミ

ッショナー』トシテ総駐夜官ヲ監督スルノ位賢エ在ル

ヲ以テ当地ノ我領事館管轄医域ヲ拡張シ聯邦諸州、lヲモ
匂合スノレ事：トセパ頗ノレ適当ノ処置ナラント存侠J（掠10）。

この動きを受けて，外務省が「英領海峡殖民地」

と「馬来聯邦」をシンガポー／レ帝国領事館の管轄

外務省「海外在絹本邦人職業別人口調査一件Jの史料的性格

区域としたのは， 1909（明治42）年3月6日の省令

第1号によってである。ヨ翌年には，従来パタヴィ

ヤ領事館の管轄区域であったイギリス領ラブアン

烏が， 「元来英領海峡殖民地ニ編入セラレ居候エ

就テハ寅管轄区域ニ属ス／レカ自然ニシテ英国政府

ニ取リテモ其ノ方却テ便宜アリトノ事ニ付J惜 11)

どの理由で，シンガボール領事館に移管せしめら

れている。

こうしたシンガポール領事館の管轄区域拡大の

動きは，明治末から大正初年にかけてのいわゆる

「ゴム・ブームJ，「南洋熱Jによる日本人のマレ

ー半島への大挙進出によって，日本人が特に集中

したジョホーJレをはじめ， トレンガヌ，ケランタ

ン，ケダf十！というイギリス保護下のいわゆる「非

聯邦州」の管轄にまで及んだく枝12）。

時a'.同じくして，イギリスの領土ないし保讃下

にあったボルネオ島の一部（イギリス領北ボルネオ，

イギリス保護領サラワクおよびブルネイ）の所管に関

しでも問題が生じていた。第2表にみられるよう

に，そもそも同地域は， 1909（明治42）年のパタグ

ィヤ領事館開設と同時に同館の管轄区域に編入さ

れていたが，行政的にはイギリス領i毎峡植民地総

督の兼轄地域であったため，岡地に関する案件処

理についてはシンガポールの梅峡植民地総督との

交渉を要することが決して少なくなかった。ま

た，パタヴィヤと北ボルネオ聞には直接の吏通の

便がなく，郵便物のごときも往復で1カ月半～2

カ月半という長い日数を要するのが普通であっ

た。加えて，同地方を往来する日本人はシンガポ

ールを経由するのが通例であったため，同地域の

事情は自ずからシンガポールの方が知りやすい状

況にあった。こうした事情を背景として，「第一，

交捗上ノ便利ノ為メ，第ニ，布留民利益ノ為メ，

第三，商工報告ノ精速ヲ期スJレ為メ」借13），同地

8ラ
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方をシンガポ－；レ領事館に移管したいとの意向を

外務本省ならびにパタヴィヤ領事館は持っていた

のである。外務省が，この件についてシンガポー

ル領事館の意見をはじめて正式に打診したのは，

1912（大正元〉年8月31日のことであったが，これ

に対し， l司館は，同地方の移管を即康に了承して

その方が「諸種ノ便宜多カルヘキコトト被思考

候」（注14）と答申している。

かくして，ボルネオ島中イギリス領北ボルネ

オ，サラワク，ブ／レネイの3地域は，シンガポー

ノレ領事館へ移管されるととになったが，実際の移

管の時期は， 1915（大正4）年7月20日の省令l号

よりもはるかに早く， 12（大正元〕年12月1日であ

った。そして，これと同時に，マレー非聯邦4州

もシンガポール領事館の管轄地域とされたのであ

る。

パタヴィヤ領事館からシンガポール領事館への

北ボルネオ等3地域に関する事務引継ぎが完了し

たのは，翌1913（大正2）年1月13日のことであっ

た惜15)0 すなわち，この日を以て，シンガポール

領事館は， 「英領海峡殖民地J，「馬来聯邦諸州J,

「馬来聯邦英国保護領『ジョホール』『トレンガ

ヌ』『ケランタン』『ケダー』各，＋IJ，「『ボルネオ』

島中英領北『ボノレネオ』誼英国保讃領『サラワク』

及『プJレネー』Jの全域を管轄することになった

のであった。したがって，これらの全地域に関す

る領事「人口調査jは，少なくとも1913C大王2)

年以降は，シンガポール領事館の手によって行な

われたとしてよいのである。

4. オランダ領東インド

オラング領東イン I'については， 1909（明治42)

年2月14日のパタヴィヤ領事館開設とともにその

管轄区域となり，以後スラパヤ，メダン，メナド，

マカッサルと各地に領事館が開設されるごとに，
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分割管掌されるようになったことは，第2表にみ

られるとおりである。ただ，パタヴィヤ領事館開

設当初においては，管轄区域に，イギリス領ラブ

アン島，イギリス領北ボルネオ，イギリス保護領

サラワクおよびブルネイが合まれており，それら

がシンガポール領事館に移管された経緯について

は，前項に述べたところである。北ボルネオ等3

地域の移管が， 1915（大正4）年の省令第1号発令

よりはるか以前であったことは，パタヴィヤ領事

館からの報告によっても裏付けられる。 1913（大

正2）年10月19日付公信には，「尚又当管轄中ニハ

既ニ英領ボルネオヲ包含セサノレモノニ有之……J

悦 16）との文設がみえるからである。したがって，

以後，オランダ領東インド所在の領事館は，オラ

ング領東インドおよびオランダ領チモーyレ，オラ

ンダ領ニューギニアを管轄することになったので

ある。

1919（大正8〕年6月10日付省令第4号によるス

ラパヤ領事館の管轄区域決定の事由，経緯につい

ては，同年4月10日付のパタヴィヤ領事の公佑に

よって知られる。

「『スラパヤ』ハ蘭領東印度商業ノ中心ニシテ本嶋最

大ノ開港場タリ 従テ蘭領諸島問ヲ航行スル船舶ハ本

港ヲ起点トシ『セレペス』『ポルネオ』『モロッカス』

群島及『ニューギニア』諸島ユ到リ各島ノ天産物ヲ

『マカッサー』ヲ経テ『スラパヤ』ニ蒐集ス又各島ノ

日常必需品ノ、 rスラパヤ』ヨリ輸出セラル，右ノ関係
ヨリ『スラパヤ』ノ商業勢力範開ノ、東ノ、『パリ』『ロ

ンポク』『チモル』諸島，オtノ、東南部『ボルネオ』『セ
レベス』及『モロッカス』群島一帯ニ及ブ市シテ『ス

ラパヤ』ト前記各島間二ハ其距離ト通商関係、ニ応シ毎

週一回乃至毎月一回ノ定期船ト不定期船トヲ以テ其交

通貿易ヲ連絡ス 『スラパヤ』以西即チ『スマラン』『ノξ

タピヤ』諸港ト前記各島問ノ交通ハ何レモ『スラパヤ』

ヲ｛中継トスlレ外交通上直接関係頻繁ナラス・…・〈中略〉

…之ヲ要スルニ『スラパヤ』駐在帝国領事官管轄区

域ハ『スラパヤ』ノ商業圏内ニ在リテ『スラパヤ』ヨ
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リ直按交通最モ頻繁ニシテ地方官トノ交渉ノ、勿論在留

邦人ノ手I］主主擁護持：取締上迅速ニ必要ナル措置ヲ為シ得

ヘキ範囲ヲ包含セサルヘカラス….J (/117）。

スラパヤ領！Ji千蹄は， 1920（大正9）年6月末現在

の倒事「人口調査Jを第1r同分として外務省に送

付している。その対象地域は，ジャワ島中スラパ

ヤ市地方，パリ， H ンボク島，ボルネオ島中パンジ

ヤノレマシン，パリクパパン等，セレベス島中マカ

ッサノレ， 式ナド等，ユェーギニア品中アムーラン

地方，アンボイ とされており，上記の管轄区

域のほぼ全域をカヴァーしているといってよい。

5. シャムおよびフィリピン

シャムおよびフィリピンについては競べるべき

ことは少ない。わけでもシャムに関しては，昭和

10年代に，シンゴラ，チェンマイに領事館が開設

されるまでの問，パンコグ領事館が一貫して「選

羅岡j全十耐をと管轄しており，領事「人口調査jも

同館の手により一元的に行なわれたから，誤解の

生ずる余地は全くなL、。

フィリピンについて注意を要する点、は，まずff'S

1に，マニラ領事館の管轄区域中にf 品質して，「マ

リアナ群島中米領グアム島Jが合まれていること

であって，フィリピンの在留邦人人口を確定する

ためには，グアム島分を除いて考えなくてはなら

ないということである。第2に，ダパオ領事館

（当初は，マニラ総領事館グパオ分館〉の管轄医域は，

1925（大正14）年10月 7日の省令第11号により「ミ

ングナオ島中ダヴァオ及コタパト各州Jと定めら

れたが，これも事実の追認であって， 1920（大正

9〕年3月 6Aの分館開設の際， 1二記2州が同分

館の受持区域と定められたものである他18＼これ

に上り，同分館受持主任は，同年6月末現在分か

ら「人口調査j報告を行なっている（夜間。したが

って， 1920～25年までの6年聞については，とく

にグパオ分館の「人口調査J報告に注意を払う必

外務省「海外在阪本邦人職業別人口調査一件」の史料的性格

要がある。

(It 1）角山前掲論文 10ページ。

en. 2) 「夜外帝問領事館営＇l!/i区域関係維件J （外
務省外交史料館文夜〉 策1巻 明治32均三10月3日付

く内閣＞法第27け。

(ll:3〕 向上文ill 第4巻。

（ロ：4〕 J，司上文裁第Zit'善 明治43年3J] 15 U ｛、J・

＜肴滋官民事＞公依第75号「仏領支那各地／管申書ι関シ

壌中ノ件J。

Clt5) 悶1：文・；：1 第2君主 明治435ド3月24日付

＜外務符＞滋賀苦231）－「仏領支那谷地ノ符轄エ関シ回司I¥

ノ件J。
0士6) たとえば， 1912（明治45）年6月6日付の

報告（領事「人 ~1 調査J 第11君主）。

（注7）向上文議 第14宅金大lE2年12月末現在

r:l正予干潟11；本総領事館管轄内本邦人戸口表J係i考付に
「仏領印陵支J)"j＼中商貫主Ef耳；本邦人ハ該地名誉領事館百

リ報告アノレモノト思考セラノレノレニ付右調査ェ加入セ

ズjとある。

（政8）同 k文議第15t音大正3年11月12同付肉

質名誉領事サり.：，：...ジの報告。

(It 9) 「校外帝国領事官官……J第2巻 明治41年

2月18日付くカルカッタ領事＞公億110号「在印度術

開領事館管轄¥.K域同定／議ニ付愚見開陳／件J。

〔lUO）向上文書第2巻明治 39，ド4月初日付

く新$域領事＞公第5号「当館管特区域拡張ノ件」。

（注11）同上文書 第2宅金 明治 43年2月9日付

＜外務省＞送第7サ「管申書区成変更ノ件J。

(Zt12) 1911 （明治44）年11月24日付のシンガポー

ノレ副領事!Af谷譲古の次の公信は，その聞の事情を余す

ところなく伝えている。

「……右保護州に関シテハ従来何レノ管轄内ニモ

無之其健ト相成属候為メ同州へ酒向ノ場合ハ用l句／

性質ニ依リ航民地官驚ヲ経由スノレカ若グハ時宜直接

通信ヲ以テ弁ジ而シテ今日迄ノ所裕別／不便ヲ感ジ

来ラズ候へ共近来日本人ノ事業譲談闘ノ拡張ハ主ト

シテ此等保護州ニ起リ向後移民／輸入其他之ニ関連

スノレ諸般ノ出米事交渉等モ此方面ニ発生多カノレベク

従テさ＇j館執務ノ敏治投資者／希望等ヨリ見ノレよそ従米

／通リー々殖民地官憲、ヲ経由候テハ不便少カヲザノレ

ベシト存候 尤モ保護州ハ……聯邦諸州トハ趣ヲ異

エスノレそ／有之候ヘトモ前陳日本人事業発展ニ於チ

若シ事情相許ス義ニ候ヘパ同一ノ半島内ニモ有之右
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四保護州モ、目白1管幸？；／内 ι加へ英国政府承認／下ニ

直務処弁致シ候事：ヲ付ノ：将来当半島日本人発燥／ J: 

ニ於テ従軍IJ少カラザノレベシト平子供・・・・・J （同上文書

第：H喜 朗治44年11月24日付く新磁波領事＞公河1

247¥J)。

(/tl3) li,j上文g 9事3滋大if.1 "" 9 Jl 21 11付
くバFヴィヤ飯事＞公r,_tU?fH3号「英鉱i」tボルネオ等管

絡欝ヘニl対スノレ件J。
（注14）向上文潟第31'金大TE1，ド9JJ 21 u H 
＜新茶披領事＞公然193号「領事館管路区域変｝疫力

関スノレ｛ljニJ。
0目的向上文；怒 .;fl:l;/i;‘ 大正2,r1 Jl 17 [J ii 

＜新茶放領事＞電報第3号。

（説16) JiU上。

（注17）向上文裁第4滋 大正8iF 4 Jl 10 UH 

くバタヴイヤ領事＞公債第48号，別紙「『ノ、ラパャ』

領事館管綴区域エ就テJ。

（法18）向上文議第5宅金大1112 "I'・ 4 JJ 26 H ／イ

くマニラ領事＞公第159号「領事館分可LUEノ受.j:{ffi(

域エ関スノレ件J。
（注19) 領事「人口調査」第2H1i 夜ダパオ分館主

任報告。

班領事「人口調査j統計の特徴と問題点

ところで，この領事「人口調査」の提供する統

計はいかなる特徴をもち，取扱い上どのような問

題点があるのであろうか。

まず第11こ，同統計は，在外公館が捕捉し得た

限りでの海外各地在留邦人のストックとしての人

口統計（現在人口〉だという点に特徴がある。各

年のフローとしての海外漉航人口については，従

来「旅券下附数及移民統計J，「移民渡航許可員数

種別表Jなどによって一応の統計的把握がなされ

てきたが借り，ストックとしての在留邦人人口に

ついて，長期にわたって各年の人口数を統計的に

把慢したものは他にない。この意味において，本

資料の価値はきわめて大きいといわざるを得な

v、。
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また，旅券下付数等によって把握されるフロー

の渡航統計においては，密航者数など~捕捉する

ことは不可能であるが，現地領事館の調査による

本ストック統計によれば，それらを含めた現在人

ll数を把撮できるのである。このことは，南洋移

民の初期段階においては，ことに重要である。初

期にあっては，羽洋渡航者の大宗~占めたいわゆ

る「からゆきさんjや「あぶれ者jの多くは，旅

券を持たない街出問者であったと考えられるから

であるQ ちなみに，領事「人口調査Jによるスト

ック統計ど外務省領事移住部の編纂になる『わが

同氏の海外発展』資料編（1971年）III-3表のフロ

ー統計の各年累計とを比較してみると，初期局面

においては，両者の聞にはなはだしい接異が存在

している。たとえば，マラヤ・シンガポールの初

期の人口上昇局面である 1907（明治40）～11（明治

44）年の5年聞のストック統計の増加分は1478人

を数えるのに対し，この聞のフロー統計の流入累

計は 291名にすぎず，現：布人口の増分の方が匝倒

的に大きい。とのような両者の大きな事離は，第

1次大戦後からなくなり，妥当な数値を得られる

ようになる。このことが意味するところは次のこ

とであろう。海外各地所在の帝国領事館は，その

業務遂行のために，能う限り，在留邦人の動向を

把撮したものと思われる。旅券の所持いかんにか

かわらず，在留邦人の実醸の調査にあたり，きわ

めて多数にのぼったと思われる密入国者をも捕捉

し得たと考えてよいのではあるまいか。

この統計の第2の特徴は，まさにこの点にかか

わる。すなわち，領事「人口調査Jが可能な限り

での現在人口悉皆調査であるということである。

1899（明治32）年1月のシンガポールニ等領事森川

季四郎からの「人口調査j報告は，このことをよ

く示している。
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「…・当地方ノ、無旅券密航者多ク精龍三務責届ifク
候・．．

当地方在留本邦人中当館簿冊ニ登録願Ii:¥候モノハ保

々百名内外ニシテ他ノ、随意ニ来往致居候ニ付確タノレ調

査ハ届難ク候得共及フ、限リ精細ニ取調侠間右ハ略実数

ニ近カル可クト存｛良一…J（波2）。

このように無去を録者をも合めた在留邦人なでき

る限り正確に把握しようという企ては，領事事務

の円滑化を目指す在外公館の方針だっただけでは

なく，外務本省のたっての要請でもあった。たと

えば，ごく初期の1890（明治23）年3月5日付のマ

ニラ領事館拘の外務省公信には次のような文言が

みえるからである。

「……水夫軽業師ノ如キハ或ノ、一時立寄侠モノニテ

永ク在留不致徒ニモ可布之侠へトモ元来本省ノ所要ハ

十二月三十一日現ニ居合セ候モノノ人員ニ有之候閑今

後ハ必ス客歳六月八日付送第五十九号外務次官ヨリ命

達相成候様式ニ照シ御調製御進達有之度候」（波3）。

悦事「人口調査Jが，こうした無登録者や無旅

券者を含めた現在人口の悉皆調査を旨とするもの

であったとすれば，少なくともそれによって把握

された男女別の人口総数は，かなり信頼に値する

ものといってよいであろう。試みに，シンガポー

ノレ・マラヤおよびオーストラリアの当時のセンサ

スにおける在留邦人人口と領事「人口調査」統計

の数値を比較してみても，両者聞に妥当性を欠く

大きな隔りはない。むしろ，領事「人口調査Jの

方がセンサスの数値を若干上回ってし、るこどから

みて，より正確な在留邦人人口を把援していたの

ではないかと思わせるのである。

領事「人口調査」統計の第3の特徴は，それが

詳細にわたる職業別人口統計だという点にある。

この意味で，同調査は，東南アジアにおける邦人

社会の生態ならびに経済活動の実態を知るうえで

費量かつ有益な情報を提供し得るのである。しか

し，とりわけ有用なこの長所が，同時にこの統計

外務省「海外存留本邦人職業別人口調査一件」の史料的性格

のアキレス院でもある。問題は，領事「人口調査」，

『人口表』における職業分類の基準と方法にあ

る。

職業分類全めぐる最大の問題は， 「職業J概念

の不確定性であり， 「職業jと「身分・地位Jあ

るし、は「産業Jといった概念との未分イじないしは

混乱である。とのことは領事「人口調査J統計に

限らず，戦前期とくに大正中期ごろまでの産業・

職業別統計につきまとっていた問題であって，

「職業・産業分類Jは，日本における近代統計成立

史の中心的テーマをなすとさえいってよい（校4）。

すなわち，この時期の日本の統計における「職業」

という概念は，事業活動の種別としての「産業J

と個人が行なう労働形態の種別としての「職業J

のこつの概念が分化しておらず，さらに加えて，

旧幕時代から受けつがれてきた封践的身分制度的

社会階属としての「身分・地位」概念が，「職業」

概念のなかに色濃く渉んでいるのである。領事

「人口調査Jの職業分類も決してこの例外ではな

U、。

ここで，領事「人口調査Jにおける職業分類の

変遷過程を振り返っておこう。

1. 『人口表』発刊から第1回国勢調査まで

この間の領事「人口調査J，『人口表』の職業分

類は， 「官公吏，外国傭勝，教師，学生，実業練

習生，医師，……jにはじまり，農・工・商業に

かかわる小分類項目を経て， r・h ・－－遊芸稼業，遊

競業，無職業，雑業Jでおわる 127項目に及ぶ詳

細なものである。ここでとられた分類の方法は，

1871（明治4）年の壬申戸籍編成当時より採用され

てきた「職分表Jや77（明治1的年太政官政表課が

作成した「日本職業区分稿」の職業分類様式と同

じ概念によっている。第3表のとおり，「職分表」，

「日本職業区分稿Jの職業分類の特徴は，分類項
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わが国統計における職業分類の変遷

(2) 1877（明10）年

太政官政表課「日本職業区分稿」

議3褒

(1) 1871 （明4）年

戸籍法による表式第6号の

職業分類友
金有土木竹草細工
化学品
飲食物
煙草
紡織
皮草
紙

霊角羽毛語
審ヲ作伽サル業

運 輸
銀行為替
家作及ヒ他ノ資本ヲ所持スル者
役 夫
常職ナキ者
遊戯ニ係ノレ者

8
9
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
 

1
1
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
 

応 u
I校人
神官
｛曽 イ日
教導職
教員
生徒
'!r 述 1r・
や術 'ft"
代人
衛生
農業山林
猟業
漁業
鉱業
法線上ノ工業
設術上ノヱ葉

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0
1
2
3
4
5
6
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唱
E
A
唱
E
・4
唱
・
A
唱
E
A

’EA
’’A
盲
目
A

’EA

一
員
隊
族
族

官
制

業

1ζ 

1 官
2 兵
3 核
4 L: 
5 ホ
6 t11J 
7 僧
8 農
9 工
10 商
11 :'l¥!k 

30 官吏，公吏麗傭
31 宗教ニ関スル業
32 教育ニ関スル業
33 医務ニ関スル業
34 法務ニ関スノレ業
35 記者，著述者
36 芸術家
37 其他ノ自由業

四［.英他ノ有業者
38 其他ノ有業者

区．家事使用人
39 家事使用人

x.無職業
40 収入二依ル者
41無職業

15 被服，身廻リ品製造業
16 土木建築業
17 製版，｜：問ん製本業
18 学芸，娯楽，装飾品製造業
19 瓦斯，電気及天然カ利用ニ関スル業
20 其他ノ工業

v.商業
21 物品販売業
22 媒介周旋業
23 金融，保険業
24 物品賃貸業，預リ業
25 旅宿，飲食店，浴場業等
26 其他ノ商業

VI.交通
27通信
28運輸

VII.公務，自由業
29 陸海軍人

業
業
業

(3) 1920（大9）年

内閣訓令第1号職業分類表（第1回国勢調査用〉

I .農業
1 農耕，高度”従業
2 林業

II.水産業
3 漁業，製塩業

班．鉱業
4 採鉱，冶金業
5 土石採取書官

IV.工業
6窯業
7金属工業
8 機械器具製造業
9 化学 C ~ 
10 繊維工業
11紙工業
12 皮革，骨，角，甲，羽毛品類製造業
13 木，竹類ニ関ス／レ製、業
14 飲食料品，噌好品製、業

きく転換される。このとき，政府は1920年12月24

日付内閣訓令第 1号をもって，中分類41，小分類

252項目からなる『職業標準分類表』を公示した

その分類と配列の順序は，今日の第1・2・3tJ,, 

次産業の区分に該当するものであって，いうなら

「産業分類的職業分類」とでもいうべきもの

目とその配列順序に産業分類的要素がほとんどみ

られず，旧幕時代からの「身分」的序列の色彩が

著しく濃いことであるが，領事「人口調査j，『人

口表』における職業分類も， 1920（大正9）年の第

1回国勢調査までは，これと同ーの観念にもとづ

いて行なわれていたのである。 ば，

であった。以後の領：事「人口調査jおよび『人口

表』の職業分類も，基本的にこの表に準拠してな

第 1回闇勢調査以後の職業分類

こうした職業分類は，第1同国勢調査を機に大
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されると去になった。この分類は，覗 1921（大正

10〕年分の領事：「人口調査jから早速採用され，

『職業標準分類ご友』の小分類252唄tel~127JJH] に

集約する形で実現された悦5＼，との様式は， 1926

（大:IE15〕主I三9月20日付の通達により，さらに簡略

化され，同表のq，分類~基礎にそれを集約・細日lj

した60項目の職業分類に改正さt~ -c v、Q(lt6）。 ：t

た， 1930（昭和5):if以降の『人口表』には， とこの

60項目の職業分類をさ人に繋i思した「農業，水産

鉱業，工業，商業，交通業，公務・自由

家事使用人， ft；ノ他ノ：有業者，無業jのIO項円か

らなる大分類表が月IJに掲げられており，『人11表』

に「康 u概念が一層定脅しはじめたこtti::窺わ
せる。

とくに， 1930（昭和5）年には，同内の第2mi同
勢調査と併せて，領事「人口調査jが実施されて

おり，職業分類も（大・小分類どい，同勢調査と

く向ーの基準が採用されている。なお，外務省、

は，との1f.の領事：「人口調査jの結果を，翌19:31

年通常の『人口表』とは別に， 『在外本邦人国勢

調査報告職業別人口表』どして公刊している。

このように，領：事「人口調査jおよび『人口表』

の職業分類は，第1間同勢調査時以降，一応近代

的な「産業分類的職業分類Jを採用するに至った

わけである。だが，この統計の利用にあたっては

なお一つの重要な問題が残されることになった。

それは，領事「人口調査J，『人ll表』が， 1920年

内閣訓令によみ『職業標準分類表』にはない「会

社員・銀行員・商店員・事務員Jの項Hを掲げて

いるからである（1926年までは第79項，それ以後は第

33項〉。この項日は，いかなる産業・職種を問わず

会社ないしは商店等に雇用されている従業員を一

括して包摂しているもののようであり，個人の労

働形態の種別としての職業というよりは，むしろ

外務省「海外夜間本邦人職業別人口調査一件Jの史料的性筋

職業上の地位なし、し身分と時ぶことの方が適切な

点のである。この項目の取扱いに関して，昭和期

に入ってから，奉天総領事であった古田茂から子

細にわたる照会が外務木省に指てられたことは，

すでに第I節において触れたが，吉田の質問状は

上述の問題点を鋭く術し、たものであった。

職業j：のJ:ilif立なし、し身分概念にかかわる明日合

「夜業的職業分類jに混夜させるとき，そこに

態把探上，著しい誤解が生じるのは避け難いこ止

といわなくてはならない。とくに， 『人口表』に

おいては，この明日は際業分類としては「商業J

のなかに合められているが，これら会社員，事務

は等のすべてが， H百業に従事するものであるかど

うかは，きわめて疑わしい。農業企業および鉱・

工業企業における従業員・使用人もまたとのなか

に含まれているど考えられるからである。どりわ

け，東南アジアにあっては，マレー半島やオラン

グ領東インドのゴム聞に代表される食業的農業が

決じて少なくなかったから，この問題は，当該統

計利用上の致命的欠陥になるおそれが多分にあ

る。既述のとおり，吉田奉天総領事の質問に対す

る外務省の回答は， 「……事務員店員等ノ所謂使

用人ハ ノ会社員銀行員商店員事務員欄

ュl夜組メ計上スノレコト……J仰のであったが，そ

れら企業農闘の従業員はこの項目に分組されてい

る場合や，農業のなかに分類されている場合が年

度，地域によってまちまちであり，当該項目の統

計数値の連続性に問題を生じさせる。と同時に，

かかる分類によっては，農業に従事する人口も商

業人口もともに正確に把握することは不可能であ

る。当該統計に依拠して産業別分析を行なう場合

には，この点にとくに留意しなくてはならない

（住8)
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このように，領本「人口調査」および『人口表』

は，その利用にあたって留意すべき問題点はなし

としないとはいえ，半世紀以上の長期にわたる累

年のデータが一貫して，各地域別，職業別に把握

し得るのみならず，総数把握の正確度からいって

も，その有用性はいささかも減じないといってよ

いであろう。

（法1) たとえば，外務省飯事移住部『わが国民の

海外発版』資料編 1971年。

（注2）領事「人口調査」第3巻 明治32年1月31

日付＜新茶披領事〉公第7号 rff轄内夜間’m同人員災
送付ノ件J。

（注3）向上文書第1巻 明治 23年3月5日付

く外務省＞送第24号。
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（注4) 三機信邦『経済統計分類諭一一職業・廃業

分類の形成』有斐閣 1983年参照。

（注5）領事「人口調査」第20巻大正9年5月19

IHt＜外務翁＞通三合第185号「海外各地在校L4:邦人

職業別人員表ニ関スル件」。

（注6）同上文書第31巻大正 15年9月20日付

く外務省＞通三？？通合第1100号。

(tt 7) 「保外本邦人…ぃ」第8{I; 昭和2年10月

4日付く外務省＞通三普通第122号「海外各地在留本

邦人職業別人口炎＝関スル件」。

Ctt s) このほか，談統計利用上の問題点としては

第I節からも明らかなように，大正6年2月6日の第

1 ＠］調査様式改IEまでは，おおむね，本業者の家族お

よび台湾籍民，朝鮮人が合まれていたことに技意する

必要がある。

（アジア経済研究所調査研究部研究七任）
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